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○滋賀県奨学資金貸与条例施行規則 

平成14年３月28日滋賀県教育委員会規則第５号 

改正 

平成16年12月27日教育委員会規則第17号 

平成17年１月１日教育委員会規則第１号 

平成17年３月30日教育委員会規則第６号 

平成18年12月28日教育委員会規則第11号 

平成20年３月31日教育委員会規則第５号 

平成22年10月14日教育委員会規則第４号 

平成25年３月19日教育委員会規則第１号 

平成26年９月３日教育委員会規則第７号 

平成26年11月14日教育委員会規則第９号 

滋賀県奨学資金貸与条例施行規則をここに公布する。 

滋賀県奨学資金貸与条例施行規則 

滋賀県奨学資金貸与条例施行規則（昭和41年滋賀県教育委員会規則第１号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、滋賀県奨学資金貸与条例（平成14年滋賀県条例第26号。以下「条例」という。）

に基づく奨学資金の貸与に関し必要な事項を定めるものとする。 

（貸与の対象者） 

第２条 条例第２条第３号イに規定する規則で定める者は、地方税法（昭和25年法律第226号）第

323条に規定する市町の条例の定めるところにより市町民税が減免されている者とする。 

２ 条例第２条第４号に規定する規則で定める奨学金等は、次に掲げるものとする。 

(１) 特別支援学校への就学奨励に関する法律（昭和29年法律第144号）による経費 

(２) 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）による修学資金 

(３) 旧日本育英会法（昭和59年法律第64号）による学資金 

(４) 滋賀県高等学校等定時制課程および通信制課程修学奨励金貸与条例（昭和49年滋賀県条例

第61号）による修学奨励金 

(５) 滋賀県看護職員修学資金貸与条例（昭和38年滋賀県条例第11号）による修学資金 

(６) 旧滋賀県奨学資金貸与条例（昭和41年滋賀県条例第23号）による奨学資金 

(７) 旧滋賀県地域改善対策修学奨励資金貸与条例（昭和62年滋賀県条例第34号）による奨励資

金 

(８) 前各号に掲げるもののほか、国または他の都道府県が行う奨学事業による奨学金等 
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（貸与の申請） 

第３条 奨学資金の貸与を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、連帯保証人と連署し

た奨学資金貸与申請書（別記様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、滋賀県教育委員会教育長

（以下「教育長」という。）が別に定める日までに滋賀県教育委員会（以下「教育委員会」とい

う。）に提出しなければならない。ただし、高等学校等（条例第１条に規定する高等学校等をい

う。以下同じ。）に在学している者が当該高等学校等に在学する期間の途中から奨学金の貸与を

受けようとする場合にあっては、貸与を受けようとする月の前月の末日までに提出しなければな

らない。 

(１) 申請者が属する世帯の住民票記載事項証明書（連帯保証人が申請者が属する世帯に属しな

い場合にあっては、申請者が属する世帯および連帯保証人の住民票記載事項証明書） 

(２) 申請者が属する世帯が条例第２条第３号ア、イ、ウまたはエのいずれかに該当することを

証明する書類 

(３) 世帯状況確認書（別記様式第１号の２） 

(４) 親権を行う者または未成年後見人、および連帯保証人の印鑑登録証明書 

２ 前項の規定にかかわらず、申請者が高等学校等に在学している者であって、前年度に引き続き

当該高等学校等に係る奨学金の貸与を受けようとするものである場合にあっては、連帯保証人と

連署した奨学金貸与継続申請書（別記様式第２号）に前項各号に掲げる書類を添えて、奨学金の

貸与を受けようとする年度の４月末日までに教育委員会に提出しなければならない。 

３ 連帯保証人は、申請者の保護者等（条例第２条第２号に規定する保護者等をいう。以下同じ。）

でなければならない。 

（貸与の決定等） 

第４条 教育委員会は、前条に規定する申請書の提出があったときは、その内容を審査し、別に定

める奨学資金貸与選考委員会に諮った上、奨学資金の貸与をすることを決定したときにあっては

その旨を奨学資金貸与決定通知書（別記様式第３号）により、奨学資金の貸与をしないことを決

定したときにあってはその旨を奨学資金貸与不承認決定通知書（別記様式第４号）により申請者

に通知するものとする。 

（貸与の方法） 

第５条 奨学金は、毎年４月または５月に４月分から８月分までを、９月に９月分から12月分まで

を、１月に１月分から３月分までを貸与する。 

２ 入学資金は、入学した年における最初の奨学金の貸与と併せて貸与する。 

（貸与の停止等の通知） 

第６条 教育委員会は、条例第６条の規定により貸与を停止したとき、または条例第７条の規定に

より貸与を打ち切ったときは、奨学金貸与停止（打切り）通知書（別記様式第５号）により奨学

金の貸与を受けている者および連帯保証人に通知するものとする。 
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（奨学金の貸与の打切り） 

第６条の２ 第15条第１項第２号に規定する要件に該当して奨学資金異動届の提出あった場合に

おいて、当該届のあった日と当該届に記載された辞退期日が異なるときは、当該辞退期日をもっ

て条例第７条第２号の要件に該当した日とする。 

２ 第４条の規定により奨学資金貸与不承認通知書を第３条第２項に規定する申請者に通知した

ときは、当該奨学資金貸与不承認通知書を通知した日の属する年の３月31日をもって、条例第７

条第１号の規定による奨学金の貸与の打切りがあったものとみなす。 

（借用証書の提出） 

第７条 奨学資金の貸与を受けた者は、次の各号のいずれかに該当するときは、貸与を受けた奨学

資金の総額（以下「借用金額」という。）について、連帯保証人と連署した奨学資金借用証書（別

記様式第６号）を直ちに教育委員会に提出しなければならない。 

(１) 高等学校等を卒業したとき。 

(２) 条例第７条の規定により奨学金の貸与が打ち切られたとき。 

２ 教育委員会は、奨学資金の貸与を受けた者が前項に規定する借用証書を提出しないときは、借

用金額を一括して返還するよう請求することができる。 

（返還） 

第８条 奨学資金の返還は、月賦、半年賦または年賦の均等返還によるものとする。ただし、繰上

返還をすることを妨げない。 

２ 奨学資金の返還期日は、次の各号の返還の方法の区分に応じ、当該各号に定める日（その日が

金融機関の休業日に当たる場合にあっては、翌営業日）とする。 

(１) 月賦 返還期間の毎月末日 

(２) 半年賦 返還期間の毎年７月末日および11月末日 

(３) 年賦 返還期間の毎年11月末日 

３ 割賦の最終回以外の各回の返還期日における返還金額（以下「基本返還金額」という。）にあ

っては、借用金額を返還回数で除して得た金額（その金額に100円未満の端数があるときは、そ

の端数を四捨五入した金額）とし、最終回における返還金額は、基本返還金額に返還回数から１

を減じた数を乗じて得た金額を借用金額から減じた金額とする。ただし、返還回数が１回の場合

は、借用金額とする。 

４ 教育委員会は、奨学資金の貸与を受けた者またはその連帯保証人が、正当な理由がなく奨学資

金を返還すべき日までに返還しなかったときは、第１項から前項までの規定にかかわらず、これ

らの者に対して、直ちに奨学資金の返還債務（以下「返還債務」という。）の全部を一括して履

行するよう請求することができる。 
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（猶予の申請） 

第９条 条例第９条の規定により返還債務の履行の猶予（以下「猶予」という。）を受けようとす

る者は、奨学資金返還猶予（免除）申請書（別記様式第７号）に同条各号のいずれかに該当する

ことを証明する書類を添えて教育委員会に提出しなければならない。 

（猶予の決定等） 

第10条 教育委員会は、前条に規定する申請書の提出があったときは、その内容を審査し、猶予を

することを決定したときにあってはその旨を奨学資金返還猶予（免除）決定通知書（別記様式第

８号）により、猶予をしないことを決定したときにあってはその旨を奨学資金返還猶予（免除）

不承認決定通知書（別記様式第９号）により当該申請書を提出した者に通知するものとする。 

（猶予理由の継続報告） 

第11条 前条の規定により猶予の決定を受けた者は、条例第９条各号に掲げる理由が継続する間、

当該決定を受けた日から起算して１年を経過するごとに、奨学資金返還猶予理由継続報告書（別

記様式第10号）に当該理由が継続していることを証明する書類を添えて教育委員会に報告しなけ

ればならない。 

（免除の申請） 

第12条 条例第10条第２項の申請は、奨学資金返還猶予（免除）申請書に同条第１項の規定の適用

があるべきことを証明する書類を添えて教育委員会に提出することにより行わなければならな

い。 

（免除の決定等） 

第13条 第10条の規定は、前条の申請があった場合について準用する。 

（連帯保証人の変更） 

第14条 奨学生（条例第６条に規定する奨学生をいう。）または奨学資金の貸与を受けた者（以下

「奨学生等」という。）は、連帯保証人が死亡したとき、または連帯保証人に破産手続開始の決

定その他連帯保証人として適当でない事由が生じたときは、新たに連帯保証人を立てなければな

らない。 

（届出） 

第15条 奨学生等は、次の各号のいずれかに該当するときは、奨学資金異動届（別記様式第11号）

にその事実を証明する書類（第２号に該当する場合を除く。）を添えて直ちに教育委員会に届け

出なければならない。 

(１) 休学し、停学し、復学し、転学し、退学し、または卒業したとき。 

(２) 奨学資金の貸与を辞退するとき。 

(３) 奨学生等、保護者等および連帯保証人の住所または氏名に変更があったとき。 

(４) 条例第９条各号に掲げる理由が消滅したとき。 

(５) 新たに連帯保証人を立てたとき。 
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２ 奨学生等が死亡したときは、その相続人または連帯保証人は、その事実を証明する書類を添え

て、その旨を教育委員会に届け出なければならない。 

（委任） 

第16条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、教育長が別に定める。 

付 則 

１ この規則は、平成14年４月１日から施行する。 

２ 条例付則第３項または第５項の規定によりなおその効力を有することとされる場合における

旧滋賀県奨学資金貸与条例（昭和41年滋賀県条例第23号）の規定に基づく奨学資金の貸与または

返還については、改正前の滋賀県奨学資金貸与条例施行規則は、この規則の施行後も、なおその

効力を有する。 

付 則（平成16年教委規則第17号） 

この規則は、平成17年１月１日から施行する。 

付 則（平成17年教委規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成17年教委規則第６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成18年教委規則第11号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

付 則（平成20年教委規則第５号） 

この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

付 則（平成22年教委規則第４号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にある改正前の滋賀県奨学資金貸与条例施行規則に定める様式による

用紙は、当分の間、所要の調整を加えて使用することができる。 

付 則（平成25年教委規則第１号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にある改正前の滋賀県奨学資金貸与条例施行規則に定める様式による

用紙は、当分の間、所要の調整を加えて使用することができる。 

付 則（平成26年教委規則第７号） 

この規則は、平成26年10月１日から施行する。 

付 則（平成26年教委規則第９号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にある改正前の滋賀県奨学資金貸与条例施行規則に定める様式による

用紙は、当分の間、所要の調整を加えて使用することができる。 
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別記 

様式第１号（第３条関係） 

 

 

様式第１号の２（第３条関係） 

様式第２号（第３条関係） 

 

 

様式第３号（第４条関係） 

様式第４号（第４条関係） 

様式第５号（第６条関係） 

様式第６号（第７条関係） 

様式第７号（第９条、第12条関係） 

様式第８号（第10条、第13条関係） 

様式第９号（第10条、第13条関係） 

様式第10号（第11条関係） 

様式第11号その１（第15条関係） 

様式第11号その２（第15条関係） 

様式第11号その３（第15条関係） 

様式第11号その４（第15条関係） 

様式第11号その５（第15条関係） 

様式第11号その６（第15条関係） 

様式第11号その７（第15条関係） 

様式第11号その８（第15条関係） 


